
改

正

前

医療給付費分

改

正

後

医療給付費分
所得割率 8.18％ 所得割率 9.73％

均等割額 27,520 円 均等割額 29,540 円

平等割額 20,880 円 平等割額 22,040 円

課税限度額 520,000 円 課税限度額 540,000 円

後期高齢者支援金分 後期高齢者支援金分
所得割率 1.61％ 所得割率 1.88％

均等割額 5,600 円 均等割額 6,040 円

平等割額 4,270 円 平等割額 4,500 円

課税限度額 170,000 円 課税限度額 190,000 円

介護納付金分 介護納付金分
所得割率 1.83％ 所得割率 2.30％

均等割額 7,580 円 均等割額 8,870 円

平等割額 3,950 円 平等割額 4,600 円

課税限度額 160,000 円 課税限度額 160,000 円

国
民
健
康
保
険
事
業

特
別
会
計
の
現
状

　

安
来
市
で
は
、
平
成
22
年

度
の
改
正
以
降
、
税
率
を
据

え
置
い
て
（
※
制
度
改
正
を

除
く
）、
運
営
を
し
て
き
ま

し
た
。
平
成
25
年
度
以
降
、

国
保
税
額
は
年
々
減
少
（
左

ペ
ー
ジ
表
１
）
と
な
り
、
単

年
度
収
支
（
そ
の
年
度
に
お

け
る
歳
入
歳
出
差
引
額
）
は

赤
字
（
表
２
）
が
続
い
て
い

ま
す
。
こ
こ
数
年
、
保
険
税

の
財
源
不
足
に
、
基
金
を
取

り
崩
し
て
運
営
し
て
い
る
状

況
で
す
。

　

ま
た
、
一
人
あ
た
り
の
医

療
費
も
平
成
26
年
度
に
大
幅

な
増
加
（
表
３
）
に
転
じ
、

今
後
も
増
え
続
け
て
い
く
こ

と
が
予
想
さ
れ
ま
す
。

国
民
健
康
保
険
税
率
の

改
定
（
引
き
上
げ
）

　

平
成
28
年
４
月
（
６
月
本

算
定
）
か
ら
以
下
の
と
お
り

税
率
の
改
定
を
行
い
ま
す
。

加
入
者
の
皆
さ
ま
に
ご
負
担

を
お
願
い
す
る
こ
と
に
な
り

ま
す
が
、
国
民
皆
保
険
制
度

の
根
幹
で
あ
る
国
民
健
康
保

険
事
業
の
運
営
は
、
国
民
健

康
保
険
税
で
成
り
立
っ
て
い

ま
す
。

　

今
回
の
改
定
に
、
ご
理
解

を
お
願
い
し
ま
す
。

国
民
健
康

保
険
税
の

軽
減
対
象
が

拡
大

国
民
健
康
保
険
の

税
率
が

改
定
さ
れ
ま
す

問
い
合
わ
せ

保
険
年
金
課
国
保
年
金
係
（
℡
23-

３
０
８
７
）

税
務
課
市
民
税
係　

  （
℡
23-

３
０
４
０
）

区分 軽減対象者の要件（世帯の所得額）
改正前（H27） 改正後（H28 以降）

７割
　軽減 33 万円以下 33 万円以下

　　（改正なし）
５割
　軽減

33 万円 + 被保険
者数× 26 万円以下

33 万円 + 被保険
者数× 26.5 万円以下

２割
　軽減

33 万円 + 被保険
者数× 47 万円以下

33 万円 + 被保険
者数× 48 万円以下

　

国
民
健
康
保
険
税
は
、

世
帯
の
所
得
額
（
世
帯
主

と
加
入
者
の
所
得
の
合
計

額
）
に
応
じ
て
、
均
等
割

額
（
加
入
者
１
人
に
つ
き

課
税
）
と
平
等
割
額
（
１

世
帯
に
つ
き
課
税
）
に
つ

い
て
７
割
、
５
割
、
２
割

の
軽
減
が
適
用
さ
れ
ま
す
。

こ
の
軽
減
の
基
準
が
平
成

28
年
度
か
ら
、
５
割
軽
減

と
２
割
軽
減
の
対
象
世
帯

が
拡
大
さ
れ
て
い
ま
す
。

※課 税 限 度 額
の 改 正 は 平 成
28年 度 の 国 の
税 制 改 正 に よ
るもので、安来
市もこの改正に
併 せ て 実 施 す
るものです。
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今
後
の
取
り
組
み

　

国
保
税
率
を
改
定
す
る
一

方
で
、
医
療
費
適
正
化
に
向

け
、
次
の
取
り
組
み
を
実
施

し
て
い
き
ま
す
。

①
予
防
に
重
点
を
置
い
た
特

定
健
康
診
査
や
ミ
ニ
ド
ッ

ク
、
脳
健
診
等
の
事
業
を
積

極
的
に
進
め
ま
す
。

②
ジ
ェ
ネ
リ
ッ
ク
医
薬
品

（
新
薬
と
同
じ
有
効
成
分
を

も
っ
た
低
価
格
な
薬
）
の
普

及
に
努
め
ま
す
。

③
健
康
推
進
会
議
を
柱
と
し

た
保
健
予
防
事
業
を
展
開
し

ま
す
。

④
国
保
税
徴
収
の
徹
底

（円）
94,000

92,000
88,884 89,929

88,664 87,439

83,678

90,000

88,000

86,000

84,000

82,000

80,000

78,000
Ｈ23年度 Ｈ24年度 Ｈ25年度 Ｈ26年度 Ｈ27年度

一人あたりの国保税額（年頭）

（万円）

9,386

△4,760
△6,929

△17,384

単年度収支
15,000

10,000

5,000

0

△5,000

△10,000

△15,000

△20,000

Ｈ23年度 Ｈ24年度 Ｈ25年度 Ｈ26年度 Ｈ27年度

△13,049△13,049

（円）

314,310 318,482 316,258

346,414

379,721
400,000

380,000

360,000

340,000

320,000

300,000

280,000
Ｈ23年度 Ｈ24年度 Ｈ25年度 Ｈ26年度 Ｈ27年度

一人あたりの医療費

　

平
成
30
年
度
か
ら
都
道

府
県
が
国
保
の
財
政
運
営

の
責
任
主
体
と
な
り
ま
す
。

市
町
村
と
と
も
に
国
保
の

運
営
を
行
い
、
安
定
的
な

財
政
運
営
や
効
率
的
な
事

業
の
確
保
等
の
中
心
的
な

役
割
を
担
う
こ
と
に
な
り

ま
し
た
。

　　

県
内
の
医
療
費
を
推
計

し
、
そ
の
保
険
給
付
費
に

充
て
る
た
め
の
額
を
決
定

後
、
市
町
村
に
通
知
し
ま

す
。
市
町
村
で
は
、
そ
の

額
を
国
保
税
と
し
て
被
保

険
者
か
ら
徴
収
し
、
県
へ

納
付
す
る
こ
と
に
な
り
ま

す
。
平
成
30
年
度

か
ら
の
国
保
税
率
・

額
は
、
県
が
示
す
標

準
保
険
税
率
を
参

考
と
し
て
決
め
る

こ
と
に
な
り
ま
す
。

保
険

制
度
が

変
更
に

改定後の国保税額（年額）

県内市町村とのモデル世帯比較

一人あたりの
国保税額

（国保税総額を
被保険者数で
除した金額）

現　行
83,678
　　円

改定後 
91,768
　　円

増　額
8,060

　　円

家族４人
（夫・妻・子

2 人）
所得が 230
万円の世帯

【軽減なし】

現　行
405,500
　　円

改定後
465,000
　　円

増　額
 59,500
　　円

家族２人
（夫・妻）

所 得 が 80
万円の世帯

【5 割軽減】

現　行
109,800
　　円

改 定 後
125,200
　　円

増　額
15,400
　　円

家族２人　
（夫・妻）

所得なしの
世帯

【7 割軽減】

現　行
33,000
　　円

改定後
35,900
　　円

増　額
2,900

　　円

ケ
ー
ス
１

ケ
ー
ス
２

ケ
ー
ス
３

平成27年度（軽減前）

安　来　市 370,600 円
平　均　額 399,221 円
最　高　額 455,400 円
最　低　額 305,400 円

※モデル世帯：家族４人（夫・妻・子２人）
所得200万円、固定資産税５万円の場合

　安来市は、島根県内19市町村で低い方
から５番目の国保税額（年額）です。

表１

表２

表３

※H26年度までは実績、
　H27年度は決算見込み

※H26年度までは実績、
　H27年度は決算見込み

※H26年度までは実績、
　H27年度は決算見込み
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